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平成２５年度 第２回臨時庁議要旨 

日時：平成２５年５月２８日（火） 

午前８時３０分 

会場：庁議室 

 

[審議事項] 

１ 石巻市太陽光発電等普及促進事業の拡大について（生活環境部） 

自然エネルギーの利用を促進することにより、二酸化炭素の排出を抑制し、地球温暖

化の防止に資するとともに、市民の環境に対する意識の高揚を図ることを目的として、

太陽光発電システムを導入した方に対する補助制度を平成２１年度より実施している

が、震災からの復興が進む中、災害に強くクリーンな住環境を求める市民の要望に対応

し、また、再生可能エネルギーを活用した環境先進地域（エコタウン）の実現を促進す

るため、太陽光発電システムの補助に加え、蓄電池システム、エネルギー管理システム

(ＨＥＭＳ）の導入支援を行うもの。 

 (1) 主な内容 

ア 要綱の名称変更  

変更前 石巻市太陽光発電普及促進事業補助金交付要綱 

変更後 石巻市太陽光発電等普及促進事業補助金交付要綱 

イ 蓄電池システム 

(ｱ) 補助対象者 

石巻市内に住所を有する個人、事業所 

(ｲ) 補助対象システム 

国の補助金（定置用リチウムイオン蓄電池導入促進対策事業費補助金）で指定

された機器であること。 

(ｳ) 補助金額 

個人 蓄電池容量 1ｋｗ/ｈ当たり ２０，０００円 上限 ８０，０００円 

法人 蓄電池容量 1ｋｗ/ｈ当たり ２０，０００円 上限２００，０００円 

※ 平成２４年４月１日以後に新設したもの（平成２４年度に遡及して補助）。 

ウ エネルギー管理システム（ＨＥＭＳ） 

(ｱ) 補助対象者 

石巻市内に住所を有する個人、事業所 

(ｲ) 補助対象システム 

国の補助金（エネルギー管理システム導入促進事業（Hems 導入事業））で指定

された機器であること。 

(ｳ) 補助金額 

1 件 上限２０，０００円 

※ １，０００円単位を切り捨てた設置額が、国の補助金と同額の場合、補

助対象外とする。 

※ 平成２４年４月１日以後に新設したもの（平成２４年度に遡及して補助） 

※ 蓄電池システム、ＨＥＭＳについては、太陽光発電システム設置後にお

いて、それぞれ単独設置した場合も補助対象とする。 
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 (2) 今後の予定・施行期日 

ア 石巻市太陽光発電普及促進事業補助金交付要綱の一部改正 

イ 施行期日 

平成２５年８月 

ウ 受付開始 平成２５年９月 

 

２ おたふくかぜ、水痘（水ぼうそう）予防接種費用助成について（健康部） 

子どもを安心して産み育てることができる環境づくりの一環として、小児の感染症予

防と保護者の経済的負担を軽減するため、おたふくかぜと水痘予防接種費用の全額を助

成するもの。 

 (1) 主な内容 

ア 接種期間 

平成２５年１０月１日から  

イ 対象者 

接種時に市内に住所を有する１歳から６歳（６歳に達する日の属する年度の末日）

までの小児（就学前） 

ウ 接種回数 

１回 

エ 実施方法 

接種希望者は、接種希望医療機関に予約をし、医療機関において、保険証等で住

所・年齢の確認を受けた上で、予診票を記入し接種となる。また、一時避難等によ

り１０月１日以降に指定医療機関以外でおたふくかぜ、水痘予防接種を受けた方も

助成対象とする。 

 (2) 今後の予定・施行期日 

ア 平成２５年市議会第２回定例会に補正予算を提案 

イ 石巻市おたふくかぜ等予防接種費用助成要綱の制定：平成２５年１０月１日施行 

ウ 石巻市予防接種費用助成要綱の一部改正：平成２５年１０月１日施行 

エ 東日本大震災に伴う健康診査等及び予防接種費用助成要綱の一部改正：平成２５

年１０月１日施行 

 

３ 子ども医療費助成対象年齢の拡大について（健康部） 

少子化対策の一環として、中学３年生までの子どもについて、医療費の一部負担金（小

学４年生までは通院及び入院分、小学５年生から中学３年生は入院分）の助成を実施し

ている。 

子育て世代の経済的負担の軽減を図るとともに、震災後、人口の流出が続いており、

若い世代の定住を促進するためにも、より子育てしやすい環境を早急に整備する必要が

あることから、通院分の医療費助成対象年齢を小学６年生まで拡大するもの。 

 (1) 主な内容 

ア 通院分の助成対象年齢を小学６年生（１２歳に達する日の属する年度の末日）ま

で拡大する。 

イ 平成２５年１０月診療分から適用する。 

 (2) 今後の予定・施行期日等 

ア 平成２５年市議会第２回定例会に石巻市子ども医療費の助成に関する条例の一部
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改正及び補正予算提案 

イ 施行期日 

平成２５年１０月１日 


